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概要 

近年、地球温暖化などの影響による平均気温の上昇に伴い、国内の熱中症死亡者数は増加傾向が続いてい

る。2023 年 4 月には「気候変動適応法及び独立行政法人環境再生保全機構法の一部を改正する法律」が可決

され、2030 年までに熱中症死亡者数半減を目標とする計画が閣議決定されており、国として熱中症対策を強

く推進しようとしている。 

本レポートでは、近年の国内熱中症発生状況や事故状況を把握し、そのうえで法律の改正点を解説する。

また、熱中症リスクをより具体的に理解していただくために熱中症で企業が訴えられた裁判例を示し、企業

における熱中症対策の必要性を確認する。 

 今後も増加が想定される熱中症について、企業がどのようなリスクに直面し、どのような責任を負うこと

になるか、どのような対策をとりうるのか、改めて確認のうえ、熱中症対策に取り組んでいただきたい。 
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1. 近年の国内熱中症事故の状況 

近年、地球温暖化の進行が叫ばれており、体感的には子供のころよりもその日の最高気温が高くなったよ

うな気がしている。皆さんも同様の感想を持たれるのではないだろうか。 

ここでは、日本国内での最高気温がどのように変化してきたのかをデータで確認する。図 1に全国 13 地点

で日最高気温 35 度以上となった日数の平均値を示す。1990 年代中頃から、1 年のうち、35 度を超す日が増

加傾向であることがわかる。2007 年以降、気象庁では、日最高気温が 35 度以上の日を猛暑日と呼ぶようにな

った。 

 

図 1 日最高気温 35 度以上の年間日数の年次推移1 (注）直線（赤）は長期変化傾向（この期間の平均的な変化傾向）を示す。 

 

そして、このような気温の上昇とともに、熱中症のニュースも多く報道されるようになった。驚かれる方

もいるかもしれないが、熱中症は死に至ることもある危険な病態であり、最近では年間 1,500 人以上が亡く

なることもある。 

図 2に熱中症死亡者数の年次推移を示す。気候の影響を受けて増減するものの、この 30 年あまりで熱中症

の死亡者数は 5 倍以上増加していることがわかる。また、65 歳以上の割合は年々増えており、2020 年のデー

タでは 80％以上が 65 歳以上となっている。 

 

図 2 性別・熱中症死亡者数の年次推移2 

                              
1 “大雨や猛暑日など（極端気象）のこれまでの変化” 気象庁,https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/extreme/extreme_p.html 

（アクセス日：2023-06-06）を基に当社作成 
2小野雅司（国立環境研究所）“熱中症の現状と今後について”環境省, 
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職場においてはどの程度熱中症の事故が発生しているのであろうか。図 3 に職場における熱中症による死

傷者数の推移を示す。2012 年から 2017 年までの 6 年間では、死亡者数が 20 人を超えたのは 3 年なのに対

し、2018 年以降は毎年 20 人以上の死亡者が発生していることがわかる。また、死傷者数についても、2018

年に 1,000 人を超え、以降 800 人前後を推移しており、高止まりしているといえる。 

 

図 3 職場における熱中症による死傷者数の推移3 

次に熱中症による業種別の死傷者数を示す（図 4）。業種別で最も多いのが建設業となっており、次いで製

造業、運送業となっている。これらの業種は屋外作業であるため、注意しなければならないのは勿論だが、

中でも建設業においては、死傷者数に対して死亡者の割合が高く、特に熱中症の注意が必要である。同様に、

死傷者数に対する死亡者数の割合が高い警備業も熱中症リスクの高い業種と指摘できる。 

 

図 4 熱中症による業種別の死傷者数4 

                              

https://www.wbgt.env.go.jp/pdf/sympo/20220707_2.pdf（アクセス日：2023-05-31） 
3 “令和 3年職場における熱中症による死傷災害の発生状況”厚生労働省, 

https://www.mhlw.go.jp/content/11303000/000900477.pdf および“令和 4年職場における熱中症による死傷災害の

発生状況”厚生労働省 https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000900487.pdf(いずれもアクセス日：2023-05-

26）を基に当社作成 
4 “令和 4年職場における熱中症による死傷災害の発生状況”厚生労働省, 

https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000900487.pdf（アクセス日：2023-05-26） 
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2. 法律の改正 

「気候変動適応法及び独立行政法人環境再生保全機構法の一部を改正する法律」（表 1）が 2023 年 4 月 28

日に国会で可決された。これは、国内の熱中症死亡者数の増加傾向が続いており、今後、極端な高温が発生

するリスクも見込まれる状況をうけ、熱中症の予防を強化するための仕組みを創設するなど、熱中症対策を

推進するために法案化されたものである。 

改正された法律では、これまで法的位置づけがなかった「熱中症対策実行計画」や「熱中症警戒アラート」

が法的根拠をもった。また、従来の熱中症警戒アラートより一段上の「熱中症特別警戒情報」が新設された。 

さらに、公民館や図書館、ショッピングセンターのような冷房施設を持つなどの要件を満たす施設を「指

定暑熱避難施設(クーリングシェルター)」として市町村長が指定できることになる。「熱中症特別警戒情報」

が発令された際は、このクーリングシェルターが一般に開放されることになる。 

 

表 1 「気候変動適応法及び独立行政法人環境再生保全機構法の一部を改正する法律案」の改正の概要5 

 

 

今回新設された「熱中症特別警戒情報」により、事業者はどの程度の警戒を行えばよいのだろうか。 

「熱中症特別警戒情報」は「警戒情報」という言葉が使われている。「警戒情報」と呼ばれる他の防災気象

情報には、「土砂災害警戒情報」や「氾濫警戒情報」がある。「土砂災害警戒情報」は、各自治体が避難指示を

発令する「警戒レベル 4 相当」であり、「氾濫警戒情報」は、各自治体が高齢者避難を発令する「警戒レベル

3 相当」である。これらのことから「熱中症特別警戒情報」は各自治体が避難を指示する目安の整備ととらえ

ることができる。 

実際にどのように運用されるかはまだ不透明であるため、事業者においてどのような対応を求められるか

は明らかになっていない。しかし、事業者自ら「熱中症特別警戒情報」が発令された際の対応を準備してお

くことが必要であろう。 

 

 

                              
5 報道発表資料：2023 年 02 月 28 日“気候変動適応法及び独立行政法人環境再生保全機構法の一部を改正する法律案の

閣議決定について”環境省 https://www.env.go.jp/press/press_01231.html（アクセス日：2023-06-29）を基に当社作

成 
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また、2023 年 5 月 30 日に閣議決定された「熱中症対策実行計画」では、2030 年に「熱中症による死亡者

数（5年移動平均死亡者数）について、現状から半減すること」を目標として、それに向けた国や地方自治体

の取り組みを示している。 

その中で「職場における熱中症対策」（表 2）が示されており、事業者は熱中症予防に積極的に取り組むこ

とが求められている。 

 

表 2 熱中症対策実行計画における「職場における熱中症対策」6 

（2）職場における熱中症対策 

○ 職場における熱中症対策に関し、「職場における熱中症予防基本対策要綱」に基づく暑さ指数 

の把握や活用、異常時の措置等、事業者が重点的に取り組む事項を業界団体等に周知する。ま 

た、都道府県労働局及び労働基準監督署を通じて事業者に対する指導等を実施する。＜厚生労働省＞ 

○ 職場における熱中症対策に特化したポータルサイトを設け、熱中症予防等の知見や現場での 

取組を周知し、労働衛生教育を支援する。＜厚生労働省＞ 

○ 熱中症予防に効果のある衣類や機器等を活用した個人の健康管理による熱中症予防方法に関し 

て検討、展開、又は周知する。＜厚生労働省、国土交通省、農林水産省＞ 

  

                              
6 “熱中症対策実行計画” 環境省 https://www.env.go.jp/content/000136710.pdf（アクセス日：2023-06-29）より

抜粋 
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3. 国内の熱中症裁判例 

熱中症リスクが適切にマネジメントされず、従業員の熱中症労働災害が発生した場合などには、企業が訴

訟を提起されることがある。本章では裁判例を示し、企業における熱中症対策の必要性を確認する。 

化学工場における事故（表 3）は、企業には賠償責任が無いとされた例であり、造園業における事故（表 4）

は、一審の地裁では企業に賠償責任は無いとされたものの、控訴審の高裁判決で企業に賠償責任があるとさ

れた例である。 

 

表 3 化学工場における事故7 

原告 化学工場の派遣社員 

被告 化学工場の企業、派遣会社 

裁判年月 2011 年（平成 23 年） 

事故年 2006 年（平成 18 年） 

事故の概要 化学工場で作業を行っていた原告が倒れ、小脳失調・高次脳機能障害を負い、

2 年弱入院治療を受けることとなった。すでに被告企業から 1,500 万円が支

払われている。 

原告の主張 安全配慮義務違反 

被告の主張 化学工場では、事故当日朝も原告の体調について、直接声をかけて確認して

いた。派遣元でも熱中症教育を行っていた。 

判決 請求棄却 

本件作業場である建屋は天井に換気扇が設置され、窓や扉は解放されてい

た。また、集塵機が設置されているため風の流れがあり、スポットクーラー

も設置されている。さらに、暑さ指数による暑熱環境評価がなされており、

飲用可能な水道設備や冷蔵庫、自動販売機、休憩用のいすや医務室が設置さ

れており、作業着についても通気性の良いものが選ばれていた。 

また、毎朝作業者に声掛けを行っており、事故当日も原告に声掛けを行い、

普通にあいさつをしている。 

原告に対し、安全衛生教育テキストを交付して、安全衛生教育を行い、健康

管理を十分行うこと、汗をかくので休憩時間に水分補給をすることや飲酒は

控えること等、経験も踏まえた注意点も含めて説明をし、原告は、説明内容

の確認書に署名していた。 

これらのことから、両被告企業に安全配慮の措置に欠けるところはなく、被

告らに安全配慮義務の懈怠があったとは認められない。もともと体調に不安

があった原告が、毎晩飲酒を続けたり、朝食をとらなかったり等の体調管理

を怠っていたことが本件事故の原因になった可能性も否定できない。 

 

 

                              
7 「津地方裁判所伊賀支部平成 21 年(ワ)第 70 号（平成 23 年 2月 9日判決）」を基に当社作成 
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表 4 造園業における事故8 

原告 被告企業に勤めていた従業員の家族 

被告 造園業の雇用者、現場管理者 

裁判年月 地裁：2014 年（平成 26 年）、高裁：2016 年（平成 28 年） 

事故年 2006 年（平成 18 年） 

事故の概要 原告家族の従業員は、現場管理者と被告の雇用者とともに顧客の自宅に訪問

し、作庭作業および剪定作業に従事していた。そして、作業中に意識を消失

し、救急車で搬送されたが、搬送先の病院で死亡が確認された。 

原告の主張 死因は熱中症であり、搬送先病院、監察医も認めており、労災認定されてい

る。また、事故当日の事故前に同僚に気分不良を伝えていた。雇用者、現場

管理者に安全配慮義務違反があった。 

被告の主張 死因が熱中症であることは疑わしい。服用していた薬の副作用によって突然

死した。熱中症であったとしても、薬の副作用による影響であった可能性が

高い。当日は休憩も十分にとっており同僚と会話をしており体の不調を訴え

ることもなく特に変わった様子はなかった。被告の雇用者は現場管理者に電

話し、作業者の様子などの確認を行っていた。 

判決 ＜地裁判決＞ 請求棄却 

熱中症であることは認められる。安全配慮義務については、被害者が体調不

良を訴えた事実があいまいである。 

また、日陰での作業を割り当てたり、休憩をこまめにとったり、水分を摂る

ことや直射日光をさえぎるために帽子や長袖長ズボンの着用など、服装など

についても指示していた。 

そのため安全配慮義務違反と認められない。 

 

＜高裁判決＞ 原告勝訴 約 2,000 万円の賠償を被告らに命ずる。 

安全配慮義務違反を認める。状況を考慮すると被害者が体調不良を訴えてい

たことを事実としてとらえる方が合理的である。 

被告の雇用者は現場管理者に対し、作業員の具合が悪くなり熱中症と疑われ

るときには、作業員の状態を観察し、涼しいところで安静にさせる、水やス

ポーツドリンクを摂らせる、体温が高いときには服を脱がせて冷水をかけな

がら風を当てるなど、適切な措置を講ずることを教育する義務があったが怠

っていたといえる。 

そのため現場作業者は、作業者が体調不良を訴えたにも関わらず、熱中症に

よる心肺停止状態に至る直前まで適切な措置をとることができなかったと

いえる。 

 

                              
8 「京都地方裁判所平成 24 年(ワ)第 643 号（平成 26 年 3月 31 日判決）」および「大阪高等裁判所平成 26 年(ネ)第

1206 号（平成 28 年 1月 21 日判決）」を基に当社作成 
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この 2つの訴訟判例において、判決の明暗を分けたであろうポイントを以下にあげる。 

 

① 管理者および従業員が熱中症予防や発症時の適切な措置に関する教育を受けていること 

② スポットクーラーや通気性の良い作業着を選ぶなどの具体的な熱中症対策をとっていること 

③ 個々人の健康状態を把握し、日々の体調に細かく配慮していること 

④ 体調不良の訴えがあった場合は熱中症への適切な措置をとること 

 

重要なのは、造園業における事故（表 4）では、④にあげた「熱中症への適切な措置をとること」ができな

かった点である。現場管理者が適切な措置をとれなかった直接的な理由は、①の「事業者が現場管理者に適

切な熱中症教育を実施していない」点であり、これが事業者の安全配慮義務違反につながったといえる。 

また、この事故では、作業場所が客先であることもあり、水分摂取以外の具体的な熱中症対策が不足して

いた(②)。また、作業者の体調の変化を現場管理者が把握できていなかった点（③）も作業者が熱中症によ

って死亡に至った原因といえる。 

 化学工場における事故（表 3）では小脳失調・高次脳機能障害に、造園業における事故（表 4）では死亡に

至っており、熱中症は死に至ることもある危険な病態であることが改めて示された。死亡に至らずとも眩暈

や失神によって転倒し、重症を負うこともある。熱中症リスクは適切に管理される必要がある。 

 

4. 企業における熱中症リスク対策 

4.1. 基本的な熱中症予防 

企業における熱中症予防・対策としては、職場の暑さ指数（WBGT 値）の測定や休憩所の設置などの作業環

境管理、作業管理、健康管理、労働衛生教育、救急処置などがある。 

これらの対策は、厚生労働省作成の「職場における熱中症予防対策マニュアル」（表 5）にまとめられてい

るので、一読のうえ、実施していただきたい。 

また、「熱中症対策実行計画」に記載されている「職場における熱中症対策に特化したポータルサイト」と

して厚生労働省ホームページ「学ぼう！備えよう！職場の仲間を守ろう！職場における熱中症予防対策」（表

5）が公開されている。専門家が説明している動画などもあり、社内教育にぜひ活用していただきたい。 

 

表 5 厚生労働省公表資料 

タイトル URL 

職場における熱中症による熱中症予防

対策マニュアル 
https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000636115.pdf 

学ぼう！備えよう！職場の仲間を守ろ

う！職場における熱中症予防対策 
https://neccyusho.mhlw.go.jp/ 
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4.2. ウェアラブルデバイス等機器を活用した熱中症対策 

第 2章で触れた 2023 年 5 月 30 日閣議決定の熱中症実行計画「職場における熱中症対策」では、「熱中症予

防に効果のある衣類や機器等を活用した個人の健康管理による熱中症予防方法に関して検討、展開、又は周

知する。＜厚生労働省、国土交通省、農林水産省＞」と機器等の活用が言及されている。 

また、厚生労働省の「職場における熱中症予防に関する講習会」9では、リストバンド型デバイスとクラウ

ドサービスを用いた熱中症対策が先進的な対策として取り上げられている。この講習会資料では、「暑熱負担

の警戒信号」として次の 5つの状態のいずれかが認められたら、「暑熱負担が増大しており、このまま作業を

継続すると熱中症の危険性が高い」とされている。 

 

① 1 分間の心拍数が数分間継続して(180－年齢)を超過 

② 作業強度ピークの 1分後の心拍数が 120 を超過 

③ 作業中の体温が 38℃を超過 

④ 体重が作業前から 1.5％以上減少 

⑤ 激しい喉の渇きや疲労感の症状が発現 

 

上記のうち、⑤は作業者が自覚できる症状であるが、①から④は何らかの測定機器が必要である。③は体

温計、④は体重計を休憩所に置いておけば測定可能な職場もあると思われる。①と②については、リストバ

ンド型デバイスとクラウドサービスを用いた熱中症対策サービスを利用することで把握が可能である。 

熱中症対策サービスの一つとして、当社提供の労務・熱中症管理サービス「みまもりふくろうⓇ」を例示す

る。「みまもりふくろうⓇ」は、現場作業者が心拍を測定するリストバンド型デバイスを装着し、心拍データ

がクラウドに自動でアップロードされる。そして、管理者は管理画面で作業者個々人の熱中症危険度をリア

ルタイムで把握することができる（図 5）。 

 

図 5 労務・熱中症管理サービス「みまもりふくろうⓇ」のバイタル表示画面10 

                              
9 「熱中症が発生する仕組みとそれに基づく有効な対策」独立行政法人労働安全衛生総合研究所 上野哲, 斎藤宏之 

令和 2年度厚生労働省委託事業「職場における熱中症予防に関する講習会」 

https://neccyusho.mhlw.go.jp/pdf/2020/2020_data_ueno.pdf(アクセス日:2023-06-05) 
10労務・熱中症管理サービス「みまもりふくろうⓇ」ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社 https://www.sompo-

rc.co.jp/services_mimamorifukuro（アクセス日：2023-06-05） 
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納期が設定された業務では、作業者自らが体調悪化を言い出しづらいことがあるかもしれない。そういっ

た場合は、作業者に加えて管理者も個々人の体調変化を把握するツールの活用が有効である。 

また、休憩の時間をいつどの程度設ければよいか客観的な指標は少ないので、「みまもりふくろうⓇ」のよ

うな熱中症対策サービスを用いて、アラート発報タイミングを休憩とすることもできる。 

リストバンド型デバイスとクラウドサービスを用いた熱中症対策サービスを利用する事業者で、サービス

導入以前は熱中症疑いが年間数人いたものの、導入後は熱中症疑いがゼロになったという声もある11。 

 

5. 最後に 

近年の熱中症リスクの高まりから、事業者は具体的な熱中症対策を実施することが必要である。 

第 3 章で示した、①熱中症教育、②具体的な熱中症対策、④熱中症発生時の適切な措置については、前述

した厚生労働省公開資料を参考に社内で検討していただきたい。 

③個々人の体調管理については、作業者本人の自己管理や管理者と作業者のコミュニケーションが重要で

あることは間違いない。しかし、前述の判例にあるように、実際の職場では、体調が悪くなったときに他の

誰かに伝えることができなかったり、同僚もそれが熱中症だとわからなかったりするなど様々な状況が想定

される。そのようなときには、管理者側にも体調変化を伝えられる労務・熱中症管理サービスの活用が有用

と考える。 

熱中症リスクの適切なマネジメントは、労働災害防止・労働安全衛生の推進になるだけでなく、職場の生

産性の向上に寄与する。職場一丸となって熱中症対策に取り組んでいただきたい。 

  

                              
11 リストバンド型デバイスとクラウドサービスを用いて熱中症対策を実施している企業のインタビューが掲載されている。 

“熱中症対策 「“最前線”～現場からのレポート～」” https://www.sompo-rc.co.jp/interview01(アクセス日:2023-

06-26) 
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